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参考資料２－２ 

追加アンケート調査の実施について 

 

１．背景 

平成１７年８月に、特許庁及び知的財産研究所から「弁理士制度の実態及び今

後の方向性に関するアンケート調査」を実施した。 

上記アンケート調査結果を分析したところ、弁理士に求められる「実務能力」につ

いて問題を指摘する回答が約半数みられた。 

そこで、同アンケート調査の問１１において「弁理士登録要件として一定年数の

実務経験を追加すべきである」、問１２において「明細書の作成能力等、実務能力

の不足している人が目立つようになった」、もしくは「条約関連の知識が不足してお

り、問題となった人が目立つようになった」と回答いただいた企業に対し追加アンケ

ート調査を実施したものである。 

 

 

２．結果 

 発送数 回答数 回答率 

知財協会員企業 ２６２社 ２１２社 

（問題あり８４社） 

８０．９％ 

中小企業 ７５社 ５６社 

（問題あり１３社） 

７４．６％ 

小計 ３３７社 ２６８社 

（問題あり９７社） 

７９．５％ 

（注）「問題あり」とは、今回の問１で選択肢１又は２と回答した社 

 

調査期間：平成１８年２月４日から２月２４日まで。 
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問１ 弁理士への依頼に際し、実際に問題となる事例の有無 

 

問２ 問１で１又は２と回答した者（９７社）は、いずれの業務で問題を感じたか 

 合計 

（複数回答

可） 

知財協 中小企業 

１．明細書作成等、特許庁への手続関連業務 ９２ ７９ １３ 

２．出願人への対応 ２５ ２２  ３ 

３．弁理士倫理 １５ １３  ２ 

４．料金面 １１ １１  ０ 

５．その他  ９  ７  ２ 

 

１．明細書作成等の問題点 

（１）文章力がない（正しい日本語が使えない）。 

（２）技術を知らない。 

（３）表現力が不足している。 

（４）技術の理解が不十分である（高齢者）。 

（５）論理性に欠ける。 

 

２．出願人への対応の問題点 

（１）スタッフにまかせっきりで内容を理解しようとする姿勢に欠ける。 

（２）中間手続における事務所意見の押し付け。 

 

３．弁理士倫理 

（１）無資格者に任せたまま事務所経営だけ。 

（２）競合会社の競合製品に関する発明の出願も受けていた。 

（３）支払った特許料がきちんと納付されておらず、返金にも応じてもらえない。 

 

４．料金面の問題点 

（１）外国出願分についてその費用の内容が不明確。 

（２）旧標準報酬表を使っている。 

（３）紙出願から電子出願になっても文章作成費用が同じ。 

 

 合計 

（２６８社中） 

知財協 

（２１２社中） 

中小企業 

（５６社中） 

１．弁理士に事件を依頼し、問題となっ

た（問題を感じた）。 
９０（３３．６％） ７９（３７．３％） １１（１９．６％） 

２．依頼する前に問題が起きることが予

期され、依頼をしなかった。 

７（２．６％） ５（２．４％） ２（３．６％） 

３．問題が起きることを想定しただけで、

具体的な問題は起きていない。 

１６２（６０．４％） １２４（５８．５％） ３８（６７．９％） 

４．白紙等 ９（３．４％） ４（１．８％） ５（８．９％） 

別 添 
弁理士の実務能力に関

する追加アンケート結果

問題を感じた業務（回答者数）
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５．その他の問題点 

（１）侵害事件で、侵害鑑定に差違（弁理士ごとに見解が異なる）。 

（２）ＥＰＣの各国移行段階で、日本の特許事務所経由での指示が誤っていたた

め、当初指定しようとしていた国へ移行できなくなった。 

 

問３ 問題となった弁理士はどのようにして探したか（９７社中） 

 合計 

（９７社中） 

知財協 

（８４社中） 

中小企業 

（１３社中） 

以前からのつき合いのあ

る特許事務所 

４６（６）＊ ４０（５）＊ ６（１）＊ 

紹介 １９ １５ ４ 

売り込み  ６  ６ ０ 

共願先の意向  ４  ３ １ 

知人  １  １ ０ 

その他 １５ １３ ２ 

空欄  ６  ６ ０ 

＊「以前からのつき合いのある特許事務所の弁理士」と回答した中で、当該事務所に採用された新人弁理

士と回答のあったものは内数とした。 

 

問４ 問題が生じた原因として考えられること（９７社中） 

（１）弁理士自身が明細書作成に際し、技術内容を理解できなかった（２５社、２５．

８％）。 

（２）高齢化、弁理士自身の自己研鑽不足により、法改正や最新技術に対応でき

ない（２１社、２１．６％）。 

（３）補助者作成の明細書を弁理士がチェックしていない（１９社、１９．６％）。 

（４）事務管理能力の不足（１７社、１７．５％）。 

（５）依頼者とのコミュニケーション不足（１０社、１０．３％）。 

（６）その他（５社、５．１％）。 

 

問５ 最近の弁理士の実務能力について 

（１）訴訟対応を考慮した権利取得と企業への適切にアドバイスができる弁理士

像を期待。 

（２）経験の長い弁理士に問題を感じる場合が多い（法改正についていけない）。 

（３）能力はあるものの、実務経験が不足していて、法律解釈、明細書作成力が

不足している弁理士が増えているのではないか。 

（４）ＰＣＴ等条約関係の知識不足で、ＰＣＴ出願等をスムーズにこなせない。 

（５）一定年数の実務経験を条件とすることは、レベルの均一化・底上げに繋が

る。 
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（６）業務範囲の拡大で幅広い知識が必要とされるが、実務能力がついて行って

いない。 

（７）弁理士や事務所によって大きな差がある。 

（８）実務経験は年数だけではなく、処理量、最近の実務件数が重要。 

（９）実務能力に長けた弁理士も、そうでない弁理士もいる。その比率が変わって

いるとは思えない。また、仕事の依頼は特許事務所に対してなので、弁理士

の優劣よりは、特許事務所の優劣として把握している。 

（１０）弁理士＝実務能力あり、との認識を持つこと自体を変える必要あり。 

（１１）弁理士の差が拡大している。 


